
平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月２９日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 担 当 課 等 温泉課

事 務 事 業 名 経営戦略策定事業

事 業 開 始 年 度 平成 30

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 01 03

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

魅力と活力にあふれ
るにぎわいのあるまち
づくり

基幹産業の振興 温泉 温泉資源の適正
管理

町営温泉集中管理の
推進・効率的な企業
経営

Ｐ38 1 Ⅰ ２ （１） ①

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

○

目　　的

　公営企業が健全で安定したサービスを提供し続けるために、老朽化対策などに備
えて施設の現状を把握し、中長期的に必要となる投資の試算、財源の試算から、収
支にギャップが発生するような場合は、課題対処、健全経営に向けた取り組みを考
えるための経営戦略を策定するもの。

対　　象 温泉事業

内　　容
　施設の長寿命化、統廃合、過剰・重複投資の見直し、維持管理の合理化・効率
化、民間活用を通じた新技術の導入、サービス内容の向上などを策定内容に盛り込
み、将来に向けた経営の方向性の検討材料とするもの。

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員

人件費合計 0 0 164,572

総事業費 0 0 7,164,572

164,572

非常勤職員等

事業費 7,000,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 0 0 7,164,572

財源合計 0 0 7,164,572

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

温泉課（経営戦略策定事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

経営戦略の策定については、総務省が平成32年度までに策定を要請して
おり、施設の見直しを含め投資試算、財源試算の将来予測、財源確保の
方策など、総合的な戦略プランを策定する必要があるため、コンサルに委
託。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か

施設の長寿命化だけでなく、将来にわたる経営方針等も計画する。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
コンサルに委託　（平成30・31年度の２年間）

平成31年度以降の
方向性

平成30年度に引き続き業務委託し、平成32年３月10日までに委託完了予定。

総 合 評 価 継続（現状維持） 平成31年度までに委託完了予定。

温泉課（経営戦略策定事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月２９日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 担 当 課 等 温泉課

事 務 事 業 名 源泉設備事業

会計 01 01 03 事 業 開 始 年 度 平成 11予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 老朽化した源泉施設の維持管理を計画的に行い、安定供給に努めるもの。

対　　象 町温泉事業

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

魅力と活力にあふれ
るにぎわいのあるまち
づくり

基幹産業の振興 温泉 温泉資源の適正
管理

町営温泉集中管理の
推進・効率的な企業
経営

関連する個別 計画

Ｐ38 1 Ⅰ ２ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
源泉の改修（温泉場地区及び土肥地区）
老朽化したコンプレッサーの更新（温泉場地区）

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 284,703

人件費合計 284,703 160,568 329,144

160,568 329,144

総事業費 4,679,503 8,110,568 18,473,144

非常勤職員等

事業費 4,394,800 7,950,000 18,144,000

地方債

その他特定財源

一般財源 4,679,503 8,110,568 18,473,144

財源合計 4,679,503 8,110,568 18,473,144

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段
SDGsとの関連

該当なし

9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

1貧困

10不平等

2飢餓

温泉課（源泉設備事業)



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

委託・指定管理
導入の可能性 1

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

温泉事業の全体又は施設の維持管理等の部分的な業務について第三者
委託は可能ではあるが、費用等を含め検討する必要があり導入には至っ
ていない。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定供給が図
られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

町温泉施設から配湯を受けることは、受益機会均等
である。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
老朽化した源泉施設から順次、定期的・計画的に更新してきた。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
町源泉から揚湯するためには、源泉設備の維持管
理及び更新は必要不可欠である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
老朽化した源泉施設を定期的・計画的に更新するこ
とにより、漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定
供給が図られる。

老朽化した源泉施設から順次、定期的・計画的に更新する。

平成31年度以降の
方向性

老朽化した源泉施設の維持管理を定期的・計画的に行い、安定供給に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
老朽化した源泉施設の維持管理を定期的・計画
的に行い、安定供給に努める。

計画的な維持管理に努めていただきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）

温泉課（源泉設備事業)



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月２９日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

事 業 番 号 担 当 課 等 温泉課

事 務 事 業 名 流入設備事業

事 業 開 始 年 度 平成 11

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 01 03

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

魅力と活力にあふれ
るにぎわいのあるまち
づくり

基幹産業の振興 温泉 温泉資源の適正
管理

町営温泉集中管理の
推進・効率的な企業
経営

Ｐ38 1 Ⅰ ２ （１） ①

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

目　　的
　老朽化した流入施設の改修を行い、漏湯事故を未然に防ぐとともに安定供給に努
めるもの。

対　　象 町温泉事業

内　　容 集湯ポンプ所ポンプの改修（温泉場地区）

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 142,351

人件費合計 142,351 0 164,572

総事業費 1,432,351 0 4,322,572

0 164,572

非常勤職員等

事業費 1,290,000 0 4,158,000

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 1,432,351 0 4,322,572

財源合計 1,432,351 0 4,322,572

その他特定財源

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

温泉課（流入設備事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
温泉を町管理の本管へ流入するためには、流入設
備の維持管理及び更新は必要不可欠である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
老朽化した温泉施設を定期的・計画的に更新するこ
とにより、漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定
供給が図られる。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
老朽化した流入施設から順次、定期的・計画的に更新した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

温泉事業の全体又は施設の維持管理等の部分的な業務について第三者
委託は可能ではあるが、費用等を含め検討する必要があり導入には至っ
ていない。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定供給が図
られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

町温泉施設から配湯を受けることは、受益機会均等
である。

計画的な維持管理に努めていただきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
老朽化した流入施設から順次、定期的・計画的に更新する。

平成31年度以降の
方向性

老朽化した流入施設の維持管理を定期的・計画的に行い、安定供給に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
老朽化した流入施設の維持管理を定期的・計画
的に行い、安定供給に努める。

温泉課（流入設備事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月２９日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 11,949,406 9,536,505 15,197,288

財源合計 11,949,406 9,536,505 15,197,288

その他特定財源

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

事業費 11,380,000 9,054,800 14,539,000

内　　容

配湯管（断湯弁・排泥弁）改修（土肥地区）
送湯ポンプの改修（温泉場地区）
熱交換器設置（奥湯河原地区）
貯湯槽屋根部保温改修工事（宮上及び土肥地区）

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 569,406

人件費合計 569,406 481,705 658,288

総事業費 11,949,406 9,536,505 15,197,288

481,705 658,288

非常勤職員等

目　　的 老朽化した送湯及び給湯設備を計画的に改修するもの。

対　　象 町温泉事業

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○ ○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

魅力と活力にあふれ
るにぎわいのあるまち
づくり

基幹産業の振興 温泉 温泉資源の適正
管理

町営温泉集中管理の
推進・効率的な企業
経営

Ｐ38 1 Ⅰ ２ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 01 03

事 業 番 号 担 当 課 等 温泉課

事 務 事 業 名 送湯及び給湯設備事業

事 業 開 始 年 度 平成 11

温泉課（送湯及び給湯設備事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

計画的な維持管理に努めていただきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
老朽化した送配湯施設から順次、定期的・計画的に更新する。

平成31年度以降の
方向性

老朽化した送配湯施設の維持管理を定期的・計画的に行い、安定供給に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
老朽化した送配湯施設の維持管理を定期的・計
画的に行い、安定供給に努める。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
老朽化した送配湯施設から順次、定期的・計画的に更新した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

温泉事業の全体又は施設の維持管理等の部分的な業務について第三者
委託は可能ではあるが、費用等を含め検討する必要があり導入には至っ
ていない。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定供給が図
られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

町温泉施設から配湯を受けることは、受益機会均等
である。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
温泉を、送配湯管を経由し配湯先まで配湯するため
には、送配湯管の維持管理及び更新は必要不可欠
である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
老朽化した温泉施設を定期的・計画的に更新するこ
とにより、漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定
供給が図られる。

温泉課（送湯及び給湯設備事業) 



平成30年度事務事業評価シート

平成30年６月２９日作成

款 項 目 年度

１　事業概要（平成30年度）

２　実施結果 (単位　円）

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源 1,151,596 4,687,338 17,693,572

財源合計 1,151,596 4,687,338 17,693,572

その他特定財源

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 平成28年度 平成29年度 目標値

事業費 1,066,185 4,526,770 17,529,000

内　　容
源泉用地等施設購入　（温泉場地区）
（損益分岐＝源泉稼働に伴う収支を試算し、取得費用回収年数を試算）
機械及び備品ほか購入

コ
ス
ト

区  分 平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（見込）

人
件
費

常勤職員 85,411

人件費合計 85,411 160,568 164,572

総事業費 1,151,596 4,687,338 17,693,572

160,568 164,572

非常勤職員等

目　　的 源泉用地等及び機械等の固定資産の購入

対　　象 町温泉事業

13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段 該当なし

関連する個別 計画

SDGsとの関連

1貧困 2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用 9ｲﾝﾌﾗ等

○

10不平等 11都市 12生産と消費

ゆがわら2011プラン
後 期 基 本 計 画

魅力と活力にあふれ
るにぎわいのあるまち
づくり

基幹産業の振興 温泉 温泉資源の適正
管理

町営温泉集中管理の
推進・効率的な企業
経営

Ｐ38 1 Ⅰ ２ （１） ①

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

予 算 科 目 コ ー ド 会計 01 01 03

事 業 番 号 担 当 課 等 温泉課

事 務 事 業 名 固定資産購入事業

事 業 開 始 年 度 平成 11

温泉課（固定資産購入事業) 



３　平成29年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（平成31年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

計画的な維持管理に努めていただきたい。

総 合 評 価 継続（現状維持）

平成30年度の見直し
及び改善

（実績または予定）
老朽化した固定資産から順次、定期的・計画的に更新する。

平成31年度以降の
方向性

老朽化した固定資産の維持管理を定期的・計画的に行い、安定供給に努める。

総 合 評 価 継続（現状維持）
老朽化した固定資産を定期的・計画的に購入
し、安定供給に努める。

平成29年度までの
自 己 評 価 ま た は

改 善 点
老朽化した固定資産から順次、定期的・計画的に更新した。

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

委託・指定管理
導入の可能性 1

温泉事業の全体又は施設の維持管理等の部分的な業務について第三者
委託は可能ではあるが、費用等を含め検討する必要があり導入には至っ
ていない。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか 5

漏湯等の事故を未然に防ぎ、温泉の安定供給が図
られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か 5

町温泉施設から配湯を受けることは、受益機会均等
である。

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか 5
温泉を配湯先まで配湯するためには、施設の固定
資産の維持管理及び更新は必要不可欠である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

5
老朽化した温泉施設の固定資産を定期的・計画的
に更新することにより、漏湯等の事故を未然に防ぎ、
温泉の安定供給が図られる。

温泉課（固定資産購入事業) 


